
〔初等中等教育局〕 

幼児教育の質向上推進プラン 

 

１． 創設年度：平成 27年度      

２． 平成 29年度予算額：2.86億円 

３． 事業概要 

 地方公共団体・大学等にて幼児期における教育内容等について、より深

化・充実するための調査研究を行う。また、地方公共団体における幼児教

育の推進体制を構築するための事業を行い、好事例を収集・分析した上で

その成果を全国展開するとともに、幼稚園に優秀な人材を確保するための

先導的な取組を支援し、有効な方法を検証する。もって、幼稚園等を通じ

た幼児教育の質の向上を図るための取組を推進する。〈委託費等〉 

 

４． 選定理由：オ（公開の場で外部の視点による検証が有効なもの） 

これまでの成果を検証のうえ､今後の事業の進め方について検討を行う

ことが必要なため。また、幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収

集・分析その他基礎調査に対する支援を行うことを目的としており、その

成果を全国に普及するより良い方策を検討する必要があるため。 

 

５． 想定される論点 

  ・調査研究成果を収集・分析したうえで適切に全国に展開されているか 

・契約の競争性・公平性・透明性が確保されているか 

・アウトプット・アウトカムは、適切に設定されているか 

 

※成果指標（平成 28年度） 

  ・国立教育政策研究所における幼児教育に関する国の研究拠点の設置 

  ・幼児教育アドバイザーもしくは、幼児教育センターを設置している都道

府県・政令指定都市 

・調査研究等を通じて得られた成果について参考等にしたいと回答した率

（幼稚園担当指導主事・担当者会議におけるアンケート結果による）  



H28年度事業番号 0112

初等中等
教育局

政策

政策目標 2

施策 ※平成２８年度事前分析表より転記

施策目標 2-9

施策の概要

達成目標１

達成目標２

達成目標３

事業 ※平成２８年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

本事業の成果
と上位施策と
の関係

調査研究等を通じて得られた成果について参考等にしたいと回答した率（幼稚園担当指導主事・担当者会議にお
けるアンケート結果による）

○幼児教育の内容面の充実に加えて、その成果を各園に普及させるための、地方公共団体における幼児教育の推進体制の構築を本事業を通して行
い、幼児教育の質の向上を達成する。
○本事業の最終的な成果としては、全都道府県・指定都市において、各園を巡回して指導・助言等を行う幼児教育アドバイザーの活動を目指す。当面の
間は、基準年において、幼児教育アドバイザーが活動している都道府県等の取組が近隣に波及し、アドバイザーが活動している都道府県等の数が前年
度より増加することを目標とする。
○また、全都道府県・指定都市において、地域の幼児教育の拠点となる、幼児教育センターの設置目指す。当面の間は、基準年において、幼児教育セン
ターが設置されている都道府県等の取組が近隣に波及し、センターを設置している都道府県等の数が前年度より増加することを目標とする。

アウトプット 「幼児教育の質向上推進プラン」における委託件数

定量的な成果目標

政策・施策・事業整理票

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

幼児教育の質向上を図るために、各施設等を巡回して助言等を行う「幼児教育アドバイザー」の育成・配置や地域
の幼児教育の拠点となる「幼児教育センター」の設置等を促進する

成果指標
幼児教育アドバイザーもしくは、幼児教育センターを設置している都道府県・政令指定都市
※組織としてセンターはないが、部署間の連携等により、センター機能を果たす体制を整備している場合を含む

国立教育政策研究所における幼児教育に関する国の研究拠点の設置

幼児教育の質向上推進プラン

国における幼児教育の調査研究拠点の整備や地方公共団体・大学等における幼児教育の質向上に関する調査研究を通じ、幼児教育の質向上のため
の施策の立案に資するデータ及び事例を収集し、幼稚園等の教育活動の充実を図る。

我が国の幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けて、文部科学省、国立教育政策研究所、大学、幼児教育関係機関その他の有識者等を構成員と
する検討会議を設置し、幼児教育に関する調査研究の課題、手法、研究体制の在り方等について検討を行うとともに、国立教育政策研究所及び大学等
において行う幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収集・分析その他検討に資する基礎調査に対する支援を行う。
また、地方公共団体における幼児教育の推進体制を構築するための事業を行い、好事例を収集・分析した上でその成果を全国展開する。さらに、地方
公共団体・大学等にて幼児期における教育内容等について、より深化・充実するための調査研究を行う。

定量的な成果目標
幼児教育の質向上を図るために、先進的な幼児教育に関する調査研究を行うとともにその成果を地方自治体や
公立・私立幼稚園に還元する

成果指標

概要 子供たちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現するとともに信頼される学校づくりを進める。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

アウトカム

幼稚園に通う園児を持つ保護者の経済的負担を軽減することにより、幼稚園への就園機会が充実する。

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

幼児教育の振興

子供たちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現するとともに信頼される学校づくりを進める。

幼稚園等の教育活動の充実に向け、保幼小連携や幼稚園における学校評価、幼稚園教育要領の理解促進等を推進するほか、地方公共団体における
幼児教育の推進体制の構築を図る。

子育て支援活動や預かり保育も含め、地域の実態や保護者の要請に応じて幼稚園や認定こども園における教育・保育活動が充実する。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

定量的な成果目標
幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収集・分析その他検討に資する基礎調査の支援を行う国の研究拠
点を整備する

成果指標



（ ）

少子化社会対策

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 12 -

34

-

中間目標 目標最終年度

29 年度

100 -

- - 90.3 - -

- -

- -

25年度 26年度 27年度

- - 90.3

100

--

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 0 - 1

- - 1 - 1

目標最終年度

30 年度

- - - - -

教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）
子供の貧困対策に関する大綱（平成26年8月29日閣議決定）
少子化社会対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）

- -

222 330

関係する計画、
通知等

　 0112

28 年度

31 年度

- 年度

- - - - 100

- - - 61 67

計算式 百万円/件

8.4

-

26年度

目標値

単位

- - 13

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

平成２８年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

0 0 34 222 330

26

執行率（％） - - 76%

幼児教育に関する国内外
の調査研究事例の収集・分
析その他検討に資する基
礎調査の支援を行う国の
研究拠点を整備する

国立教育政策研究所にお
ける幼児教育に関する国
の研究拠点の設置

成果実績

平成２７年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国における幼児教育の調査研究拠点の整備や地方公共団体・大学等における幼児教育の質向上に関する調査研究を通じ、幼児教育の質向上のための施策
の立案に資するデータ及び事例を収集し、幼稚園等の教育活動の充実を図る。

前年度から繰越し - -

26.4百万円÷12-

-

幼児教育アドバイザーもし
くは、幼児教育センターを
設置している都道府県・政
令指定都市

※組織としてセンターはな
いが、部署間の連携等によ
り、センター機能を果たす
体制を整備している場合を
含む

成果実績

単位

- -

補正予算

百万円

34

単位

予算額／　「幼児教育の質向上推進プラン」における委
託件数

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

-

25年度

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

我が国の幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けて、文部科学省、国立教育政策研究所、大学、幼児教育関係機関その他の有識者等を構成員とする
検討会議を設置し、幼児教育に関する調査研究の課題、手法、研究体制の在り方等について検討を行うとともに、国立教育政策研究所及び大学等において行
う幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収集・分析その他検討に資する基礎調査に対する支援を行う。
また、地方公共団体における幼児教育の推進体制を構築するための事業を行い、好事例を収集・分析した上でその成果を全国展開する。さらに、地方公共団
体・大学等にて幼児期における教育内容等について、より深化・充実するための調査研究を行う。

- -

-

- -

-

達成度 ％

-

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

幼児教育の質向上推進プラン 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 幼児教育課 幼児教育課長　伊藤　学司

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

実施方法

定量的な成果目標

成果指標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件

幼児教育の質向上を図る
ために、各施設等を巡回し
て助言等を行う「幼児教育
アドバイザー」の育成・配置
や地域の幼児教育の拠点
となる「幼児教育センター」
の設置等を促進する

達成度 ％

幼児教育の質向上を図る
ために、先進的な幼児教育
に関する調査研究を行うと
ともにその成果を地方自治
体や公立・私立幼稚園に還
元する

％

「幼児教育の質向上推進プラン」における委託件数

定量的な成果目標

220百万円÷26

28年度活動見込

- - 2.8

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

教育基本法第11条
子ども・子育て支援法
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

％調査研究等を通じて得られ
た成果について参考等にし
たいと回答した率（幼稚園
担当指導主事・担当者会議
におけるアンケート結果に
よる）

成果実績

目標値 ％

定量的な成果目標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

目標年度

30 年度 31 年度

0.5

計

実績値 件 -

諸謝金

委員等旅費

施策 2-9　幼児教育の振興

政策 ２　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

-

67

年度

0.9

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

0.7

327.1

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

○幼児教育の内容面の充実に加えて、その成果を各園に普及させるための、地方公共団体における幼児教育の推進体制の構築を本事業を通して
行い、幼児教育の質の向上を達成する。
○本事業の最終的な成果としては、全都道府県・指定都市において、各園を巡回して指導・助言等を行う幼児教育アドバイザーの活動を目指す。当
面の間は、基準年において、幼児教育アドバイザーが活動している都道府県等の取組が近隣に波及し、アドバイザーが活動している都道府県等の数
が前年度より増加することを目標とする。
○また、全都道府県・指定都市において、地域の幼児教育の拠点となる、幼児教育センターの設置目指す。当面の間は、基準年において、幼児教育
センターが設置されている都道府県等の取組が近隣に波及し、センターを設置している都道府県等の数が前年度より増加することを目標とする。

-

歳出予算目

- 28

0.7

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- 61

0.4

職員旅費

-

達成度 ％ -

0.7

0.5

単位

-

220

幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収集・分析
その他検討に資する基礎調査の支援を行う国の研究拠
点を整備する

幼児教育の質向上を図るために、各施設等を巡回して
助言等を行う「幼児教育アドバイザー」の育成・配置や
地域の幼児教育の拠点となる「幼児教育センター」の設
置等を促進する

※組織としてセンターはないが、部署間の連携等によ
り、センター機能を果たす体制を整備している場合を含
む

実績値 件

28年度当初予算

- - - - -

目標値 件 - -

-

1

年度 年度

- -

初等中等教育等振興費

成果実績

中間目標

-

- -

年度

0 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

幼児教育の質を支える優秀な幼稚園の人材確保を行うための事業を実施するため増額
要求を行っている。

-

計画開始時
27年度 28年度

- - 1 -

222.2 329.9

教職員研修費

年度

中間目標

-

-

目標値

1

目標最終年度

0.6

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国が示すべき方策であり、国が負担することは妥当である。
なお、受益者である地方公共団体においても事業実施にあ
たり企画立案や関係機関との調整、準備作業等を行う人員
が存在し、応分の負担を負っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

会議の開催回数の見直しなど経済的・効率的な執行に努め
た結果であり妥当である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

公募により事業選定を行うこととしており、有識者による検討
会議で審査を行った上で支出先を決定した。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込みに見合って着実に実施した。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

本事業は調査研究拠点の整備を国が行うことにより幅広くか
つ公平な議論を行うとともに、調査研究については公募と有
識者による検討会議で真に必要な研究にその対象を絞って
おり、本事業の実施形態は、有効性が極めて高いと考えられ
る。

調査研究を実施し、その結果得られた成果について幼稚園
担当指導主事・担当者会議等での周知を図り、参考等にした
いと回答した率が90％を超えるため、当該事業は成果目標
に見合ったものと考えている。

事業番号

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

幼児教育の質向上を図るための施策の立案に資する本事
業は必要かつ適切である。
また当該事業は新制度が運用されている中で国民から期待
される質の高い学校教育・保育につながるものであり、かつ
国として取り組むべき課題を厳選して設定しており、極めて
優先度が高い。

計画的に事業を進め、コスト削減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

委託費の執行に当たっては、公募を通じて適切かつ必要な計画であるかを検討し、妥当性・競争性を確保することで、コストの削減に努めて実
施していく。

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う大切なものであり、質の高い幼児教育を保障することは極めて重要である。本事業は、
幼児教育の施策を企画・実現していくために必要なデータ及び事例を収集するものであり、政府として取り組むべき優先度の高い事業である。
　また、事業の実施手法についても実効性の高いものとなっており、費用・使途についても事業目的に即し、真に必要なものに限定されている。

事業名

‐

担当者指導主事・担当者会議等で研究成果の発表など行っ
ているため、十分活用していると考えられる。

○

成果物作成や会議開催に係る費用等を最低限にするなどし
て、真に必要な物に限定している。

○

公募により事業選定を行うこととしており、有識者による検討
会議で審査を行った上で支出先を決定し、その妥当性や競
争性を確保しているところ。

○

評　価項　　目

近年、質の高い幼児教育がその後の発達に大きな影響を及
ぼすことが指摘されている。また、全ての子供に質の高い幼
児教育を保障することを目指す、子ども・子育て支援新制度
が施行され、幼児教育の質の向上が以前にも増してより一
層求められている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

中間団体は存在しない。

近年国際的にも幼児教育の質の向上は重要な課題となり、
我が国でも取り組んでいるところだが、地方公共団体では幼
児教育の推進体制が十分ではなく、国が国策とし積極的に
推進体制の充実に取り組む必要がある。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

１．事業評価の観点：この事業は、幼稚園等の教育活動の充実を図るため、我が国の幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けて、検討会議
を設置し、検討を行うとともに、幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収集・分析その他基礎調査に対する支援を行う事業である。また、地
方公共団体における幼児教育の推進体制を構築するための事業を行い、その成果を全国展開し、さらに、幼児期における教育内容等について、
より深化・充実するための調査研究を行う事業であり、予算執行状況及び事業成果等の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は、平成２７年度決算において不用額が生じていることから、不用額が生じた要因を分析し、不用についての合理的な理由及び
28年度の予算額が伸びた理由を補足したうえで、予算執行の実績を適切に平成２９年度概算要求に反映すべきである。更に、外部有識者の所見
を踏まえ、アウトカムの成果実績、成果目標、成果指標等の記載を工夫すべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

-

平成24年度

平成27年度平成25年度

縮
減

-

平成26年度

一つ目のアウトカムの成果実績の記載は改める必要がある。26年度の「８」と27年度の「０」との関係がわかりにくい。三つ目のアウトカムの成果目標に記述のある
調査研究の成果は、何故「私立の」幼稚園にだけ還元するのか説明が必要である。三つ目のアウトカムの成果指標は、アンケートの回答結果だけでなく、調査研
究等の成果内容を評価できる指標についても工夫が必要である。不用については合理的な理由の説明が不足している。また、27年度の執行率が低い一方で、28
年度の予算額が大きく伸びている点についての理由の説明が不足している。

  外部有識者の指摘を踏まえ、一つ目のアウトカムの記載について修正を行うとともに、三つ目のアウトカムについては、そもそも私立幼稚園に対
象を限定しているものではないため「自治体や私立幼稚園」という表現を「自治体や公立・私立幼稚園」に修正し、公立幼稚園へも成果を還元する
調査研究であることを明らかにする。
　また、「調査研究等の成果内容を評価できる指標についても工夫が必要」という指摘については、例えば、調査研究等の成果内容の施策への活
用状況をアウトカムの成果実績の指標として加えるなど検討を行うこととする。
　平成２７年度の不用額については、①委託先における会議回数の見直しにより旅費の削減等が行われたこと、②幼児教育に関する調査研究拠
点の整備に向けた検討会議のための国内外における調査研究事例の収集等を、調査研究委託ではなく有識者からの助言などによって実施し効
率化を図ったことによる不用であり、いずれも経済的・効率的な執行に努めた結果である。
　平成２８年度の予算額については、平成２７年度の実施状況を踏まえ事例収集等の調査研究は予算化しないなどの見直しを図った上で、地方公
共団体における幼児教育の推進体制を構築するための新たな委託メニューの創設を行っており、その新メニュー分の増額である。
　平成２９年度の要求は、平成２８年度の現時点の執行状況を踏まえ不用の見込み額が少ないことから、概算要求は平成２８年度予算の規模を維
持しつつ、２７年度の予算執行の実績から１団体あたりの積算の見直しを図り、概算要求に０．１百万円反映した。引き続き予算の適切な執行を
行っていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0017

-

外部有識者の所見

-

-

平成23年度

文部科学省
26百万円

有識者会議の開催、調査研究委託先の選定、
調査研究成果の周知等

Ａ．都道府県・市町村、大学、
教育研究団体等

（全12機関） 20百万円

・諸謝金 0.3百万円
・職員旅費 1.2百万円
・委員等旅費 3.1百万円
・教職員研修費 1.2百万円

を含む

〔随意契約（企画競争）〕

受託した調査研究の実施



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（幼児教育
に係る教職員の養成、採
用、研修等の在り方に関す
る調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（いわゆる
「非認知的な能力」を育む
ための効果的な指導方法
に関する調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（実効性の
ある学校評価の在り方に関
する調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（実効性の
ある学校評価の在り方に関
する調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（自治体に
おける幼児教育の推進体
制の在り方に関する調査研
究、幼児教育に係る研究の
内容や方法等の検証・改

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（いわゆる
「非認知的な能力」を育む
ための効果的な指導方法
に関する調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（自治体に
おける幼児教育の推進体
制の在り方に関する調査研
究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業幼児教育
に係る教職員の養成、採
用、研修等の在り方に関す
る調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（その他、
幼児教育の質向上のため
の実践的調査研究）

幼児教育の質向上にかか
る調査研究事業（自治体に
おける幼児教育の推進体
制の在り方に関する調査研
究）

2

1.9

2.1

2

2

1.6

1.6

1.1

3250005000158

9240005001556

4000020180009

-

-

-

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

20 100％

100％

20 100％

法　人　番　号

1480005003924

9010005009977

3011105003033

4000020262021

3010005007400

4000020292010

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

2 100％

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

-

-1.9

7010605002912 2.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

20 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

20 100％

2

3

9

6

1

2 100％

20

20 100％

8

7

5 20 100％

20 100％

4

計 2.5 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1.3

データ集計作業等 0.2

その他
賃金、借損料、消耗品費、会議費、通信運搬
費

B.

0.5

研究成果物の印刷費

費　目

旅費 研究推進委員会等への出席のための旅費 0.5

使　途

印刷製本費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.一般社団法人保育教諭養成課程研究会

雑役務費

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

一般社団法人保育
教諭養成課程研究
会

国立大学法人鳴門
教育大学

公益財団法人全日
本私立幼稚園幼児
教育研究機構

公益社団法人全国
幼児教育研究協

舞鶴市

国立大学法人お茶
の水女子大学

奈良市

公益財団法人山口
県私立幼稚園協会

学校法人広島文化
学園

福井県教育庁義務
教育課

チェック

チェック



幼児教育の質向上推進プラン

１．幼児教育の推進体制構築事業 183百万円（203百万円）

２．幼児期の教育内容等深化・充実調査研究 17百万円（19百万円）

（前 年 度 予算 額 ２２２百万円）
平成２９年度予算額 ２８６百万円

幼児期の教育は人格形成の基礎を培う重要なものであり、この時期に質の高い幼児教育が提
供されることは極めて重要である。

幼稚園教育要領の実施を控えた状況の中で、幼児教育施設の教職員に対する研修機会の充実
をはじめとした地方公共団体における幼児教育の推進体制の整備や、喫緊の課題である幼児教
育の質を支える優秀な幼稚園の人材確保など、幼稚園、保育所、認定こども園等を通じた幼児教
育の質の向上を図るための取組を推進する。

幼稚園・保育所・認定こども園を通して、幼児教育の更なる質の向上を図るため、以下の課題
等への効果的な対応のために適切な、地方公共団体における幼児教育の推進体制を構築するた
めのモデル事業を行い、好事例を収集・分析した上でその成果を全国展開する（都道府県、市町
村への委託）。
【課題】
①都道府県による私立幼稚園・保育所等を含めた研修機会の提供の在り方
②研修の提供に当たっての大学等、地域の養成機関との連携
③都道府県による域内市町村に対する助言・指導の在り方
④市町村による域内の幼児教育施設への助言等の在り方
⑤助言等を行う人材の育成方法
⑥幼保小接続の課題へ対応するための幼児教育施設・小学校双方での対応の在り方 等

幼児期における教育内容等について、より深化・充実するための調査研究を実施する（都道府県・
市町村、大学、教育研究団体等への委託）。

【調査研究のテーマ（例）】
・新幼稚園教育要領に関する効果的な指導方法
・実効性のある学校評価の在り方 等

幼稚園の人材確保に関する先導的な取組を支援し、有効な方法を検証する。

【取組の例】
・人材登録、求職者紹介等のマッチング制度の構築
・域内幼稚園の合同就職説明・採用活動の実施
・離職防止対策（キャリアに応じた研修など）
・再就職支援（研修、情報提供の在り方、その他復帰支援策等の検討）

【委託先（予定）】
１２団体（都道府県・市町村、幼稚園団体 等）

３．幼稚園の人材確保支援事業 86 百万円（新規）



２－９「幼児教育の振興」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

・多様化する保護者や
地域の教育・保育ニー
ズを踏まえた幼児教育
の機会の保障が必要。

・幼児期の教育は生涯
にわたる人格形成の基
礎を培う重要なもので
あり、希望する全ての
子供に質の高い幼児教
育の提供が必要。

・幼稚園の教育課程の編成及び指導
上の課題等幼稚園を取り巻く諸課題に
関して、中央及び都道府県において研
究協議会を行う。
・幼小接続の効果的な推進方策、幼稚
園教諭・保育士の合同研修の在り方等
調査研究を行う。

・保護者の所得状況に応じて保育料の
軽減を図る。

・幼児教育の質の向上
が図られる。

・幼稚園等に通う園児を
持つ保護者の経済的負
担が軽減される。

【認定こども園設置促進事業】

【預かり保育推進事業（私立高等学校
等経常費等補助の一部）等】

【幼稚園教育内容・方法の改善充実】

【質の高い幼児教育・保育の総合的提供
等推進事業】

【幼稚園就園奨励費補助】

（達成目標１）

幼稚園の教
育活動等が
充実する。

（施策の概要）

教育基本法
第11条（幼児

期の教育）の
規定を踏まえ、
生涯にわたる
人格形成の基
礎を培う幼児
教育の重要性
に鑑み、幼稚
園と保育所の
連携を図りつ
つ、その質の
向上など幼児
教育の振興に
取り組む。

（達成目標３）

幼稚園等へ
の就園機会
が充実する。

・幼稚園における預かり保育や子育て
支援活動に対して助成措置を講じる都
道府県に対して国が補助を行う。

・幼稚園や保育所が認定こども園へ移
行する場合や、新たに認定こども園を
設置するために必要な財政支援を行う。

（達成目標２）

幼稚園等にお
ける子育て支
援活動や預
かり保育が充
実する。

・子育て支援活動や、
預かり保育を実施する
幼稚園等が増加する。

・幼児期の学校教育・保
育・子育て支援を担う施
設である認定こども園
への参入が容易になる。






















